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後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
が
決
定

　
「
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
額
決
定
通
知

書
兼
納
付
通
知
書
」
を
送
付
し
ま
す
。

▽�
原
則
、
特
別
徴
収
（
年
金
天
引
き
）
と

な
り
ま
す
。
た
だ
し
、
特
別
徴
収
の
対

象
と
な
る
年
金
の
額
が
年
間
18
万
円
未

満
の
方
、
も
し
く
は
介
護
保
険
料
と
後

期
高
齢
者
医
療
保
険
料
を
合
わ
せ
た
額

が
年
金
額
の
2
分
の
1
を
超
え
る
場
合

等
は
、
普
通
徴
収
と
な
り
ま
す
。

▽�

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
被
保
険
者
と

な
り
、
年
金
か
ら
の
天
引
き
が
始
ま
る

ま
で
、
６
か
月
程
度
か
か
り
ま
す
。
手

続
き
が
完
了
す
る
ま
で
の
間
は
、
普
通

徴
収
（
納
付
書
ま
た
は
口
座
振
替
）
と

な
り
ま
す
。

▽�

口
座
振
替
を
希
望
さ
れ
る
方
は
、
戸
籍

保
険
課
か
、
町
税
等
取
扱
金
融
機
関
へ

お
申
し
込
み
く
だ
さ
い
。
普
通
徴
収
の

納
期
は
、
7
月
か
ら
翌
年
2
月
ま
で
の

各
月
末
で
す
。

　

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
被
保
険
者
に

な
る
前
日
に
、
会
社
の
健
康
保
険
や
共
済

組
合
等
の
被
扶
養
者
（
国
民
健
康
保
険
お

よ
び
国
民
健
康
保
険
組
合
加
入
者
を
除
く
）

だ
っ
た
方
は
、
保
険
料
の
均
等
割
額
が
制

度
加
入
時
か
ら
２
年
間
に
限
り
５
割
軽
減

に
な
り
ま
す
。
ま
た
、
所
得
割
は
引
き
続

き
課
せ
ら
れ
ま
せ
ん
。

旧
被
扶
養
者
の
軽
減

保険料の計算方法（令和８年度）

均等割額の軽減について

　保険料は、1人ずつ均等に負担していただく「均等割額」と、所得に応じて負担していただく「所得割額」の合計
額です。令和８年度は、子育てを社会全体で支えるため、子ども・子育て支援金制度が創設され、従来の保険料率（医
療分）に加え、新たに子ども・子育て支援納付金に係る保険料率（子ども分）の算定もおこなっています。

　　　　　　　　　　　　　　
　4月1日現在の世帯状況において、同じ世帯に属する「世帯主」と「後期高齢者医療被保険者」の総所得金額等の
合計額により均等割額が軽減されます。ただし、年金所得については、通常の年金所得から特例としてさらに
15万円を控除します。

給与所得者等とは、給与所得（給与収入が 55万円を超える者）または、公的年金等にかかる所得（前年の12月 31日
現在 65歳未満の者にあっては当該公的年金等の収入金額が60万円を超える者、前年の12月31日現在65歳以上の
者にあっては当該公的年金等の収入金額が125万円を超える者）を有する者をいいます。　

医療分 ＝ 均等割額 5万 6,130円 ＋ 所得割額（総所得金額等ー基礎控除額）×10.48％

5割軽減

2割軽減

7割軽減 ● 43 万円 +［10万円×（給与所得者等※2の人数ー 1）］以下の世帯

● 43 万円 +（31万円×被保険者数）＋［10万円×（給与所得者等の人数ー 1）］以下の世帯

● 43 万円 +（57万円×被保険者数）＋［10万円×（給与所得者等の人数ー 1）］以下の世帯

※2
令和８年度分の保険料について、均等割保険料の７割軽減の対象者には医療分の均等割額をさらに0.2割軽減します。※1

※1

１人あたりの医療分の上限額は年額８０万円から８５万円に変更になりました。※

保険料額

（上限額 85万円）

子ども分 ＝ 均等割額 1,362円 ＋ 所得割額（総所得金額等ー基礎控除額）×0.25％
（上限額 2万1,000円）

後期高齢者医療保険料の算定方法や負担割合等のコールセンター
☎︎ �0570ー011ー558　（通話料がかかります）※�７月 11日から８月 30日は土日祝も開設
期�間　令和 9年３月 31日（水）まで　※�土日祝、12月 29日から令和 9年１月３日は閉鎖
時�間　午前 8時 45分から午後５時 15分　コールセンターは受信専用です。還付金の案内や口座を指定して振込み
をさせたり、金融機関のＡＴＭの操作を指示したりすることは一切ありません。

問合せ先　戸籍保険課　☎︎ 95ー1116


